
第２期廿日市市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）の総括

１ 代表的な取組

（１）産前産後サポートセンターの開設

令和４年４月にＪＡ総合病院横の複合施設内に産前産後サポートセンターを開設

し、保健師や助産師等の専門職を配置して、相談支援を行うだけでなく、イベント等

を通して、保護者同士の交流の場を創出しました。

（延利用者数R4：4,550 人、R5：6,454 人）

（２）こども医療費助成制度の拡充

子育て世帯が安心して医療を受診できるように、令和２年８月から所得制限を撤

廃し、通院の助成対象を小学３年生から小学６年生まで拡大しました。さらに、令和

６年９月から入院・通院の助成対象をともに高校３年生まで拡大しました。

（一部負担金1日500円 通院4日、入院14日／月まで）

（３）子育てリビングの整備

令和５年３月に廿日市市多世代活動交流センターフジタスクエアまるくる大野内

に子育てリビング（子育て支援センター及び留守家庭児童会）を整備しました。子育

て支援センターの移転新設などにとどまらず、ロビーホールをはじめ施設全体が、多

くの小中学生の居場所として機能しています。

（４）留守家庭児童会の受け皿確保

大野西・佐方小学校区で新たに市立の留守家庭児童会専用施設を建築するととも

に、廿日市地域や大野地域における民間留守家庭児童会（４か所）の整備を支援し、

計画期間中に、287人分の受け皿を確保しました。

（５）教育・保育のＩＣＴ化

学校や保育園等の職員の事務負担軽減のため、学校の授業や保育園の登降園管理

等において、ＩＣＴの活用を進めました。また、国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、

児童・生徒一人１台端末を整備しました。

（６）コミュニティ・スクールの設置

令和５年度から全小中学校にコミュニティ・スクール（学校運営協議会が設置され

た学校）を導入し、各校で教職員や保護者、地域住民が総掛かりで子どもや地域の未

来のために当事者意識を持って学校運営に取り組む仕組みを構築しました。
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２ 主な成果など

令和６年１月３０日の総務省統計局発表によると、令和５年の本市の転入超過数は、県

内１位、中四国地方においても２位の505人となり、９年連続の転入超過を記録しまし

た【グラフ１】。特に、０～４歳と３０～３４歳の転入超過数が多く、子育てしやすいま

ちとして選ばれています【グラフ２】。また、日経ＢＰ総合研究所の調べによるシティブ

ランド・ランキング－住みよい街２０２４－では、県内１位、中四国地方においても１位

に評価されるなど、働く世代から住みよい街として認識されています。さらには、３歳６

か月の乳幼児健診時のアンケートで『今後もこの地域で子育てをしていきたいですか』と

いう問いに対し、98.7％の方が「はい」と答えており、ほとんどの子育て家庭が廿日市

市で子育てをし続けたいと考えています。

しかしながら、直近10年（平成２６年～令和５年）で、出生数は減少し【グラフ３】、

4月 1 日時点の児童数（０～１８歳）についても、令和元年と令和 6 年を比較すると

537人少ない結果となり、少子化が進んでいる状況です【グラフ４】。

この先の人口や児童数も緩やかな減少が見込まれ、資源（人、もの、お金、情報、時間）

が限られる中、こども１人１人の成長の観点から『こども誰でも通園制度』の実施体制の

構築や、将来を見据えた教育・保育施設の長寿命化対策が求められています。

女性の社会進出や晩婚化による高齢出産の増加、核家族化やひとり親家庭の増加など

子育て環境の変化により、子どもの貧困やヤングケアラーの認知が広がっています。この

ような状況に対応するため、子育て家庭の経済的負担の軽減や個別的な支援、また子ども

にとって居心地が良い、安心できる居場所づくりを拡充させる必要があります。



■参考資料

【グラフ１】転入超過の推移

【グラフ２】令和５年度 転入超過（505人）の年齢階級別内訳



【グラフ３】出生数の推移 広島県人口動態調査より

【グラフ４】児童数（各年4.1時点）0～18歳の推移


